
公平性

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 指標名 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 指標名 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

1
結核患者及び
家族管理検診
事業

健康福祉局
保健予防課

○事業開始年度　昭和26年度

【概　 要】経過観察中の結核患者に対し、精密検査を実施するとと
もに、結核患者と同居する者または接触していた者に対し、健康診
断を実施し、結核の再発や周囲への感染を防止する。
【対象者】結核登録者及び家族・接触者
【具体的な活動内容】
・経過観察中の結核患者に対し治療中止後、２～3年間６か月ごと
に検診依頼し結果の把握をする。家族及び接触者に対し、初回検
診後２か月、６か月、1年後、2年後に検診依頼し結果の把握をす
る。(保健所若しくは委託医療機関で受診。公費負担）

国
補
助

[概算コスト]
11,154

（内訳）
・決算額
  4,632
・人件費
  6,522
　（1.52人）

[概算コスト]
12,561

（内訳）
・決算額
  6,077
・人件費
  6,484
　（1.52人）

[概算コスト]
14,035

（内訳）
・決算額
  6,097
・人件費
  7,938
　（1.87人）

[概算コスト]
14,586

（内訳）
・予算額
  7,667
・人件費
  6,919
　（1.63人）

家族管理検
診通知者数

（単位：人）

[目標値]
710

[実績値]
868

<達成率>
122.3％

[目標値]
728

[実績値]
1,576

<達成率>
216.5％

[目標値]
1,998

[実績値]
1,318

<達成率>
66.0％

[目標値]
1,534

家族管理検
診受診者数

（単位：人）

[目標値]
868

[実績値]
805

<達成率>
92.7％

[目標値]
1,576

[実績値]
1,307

<達成率>
82.9％

[目標値]
1,318

[実績値]
1,051

<達成率>
79.7％

[目標値]
1,534

○ ◎ ◎ ◎ ○ △ ○ ○ ◎ － Ｂｂ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　結核の再発や周囲への感染を防止
することは必要であるが、結核定期
病状調査事業と目的がほぼ同じであ
ることから、結核定期病状調査事業
との事業の整理、統合による効率化
を図るべきである。

2 健康相談事業
健康福祉局
保健予防課

○事業開始年度　昭和58年度

【概　 要】医師、保健師、管理栄養士等が、心身の健康や生活習
慣病の予防、治療等に関する市民の様々な相談に応じ、生活習慣
病の予防や介護予防を図る。
【対象者】65歳未満の住民
【具体的な活動内容】
・総合健康相談
　定期、健診併設健康相談を保健センター、保健福祉課で実施
・重点健康相談
　歯周疾患、病態別、食生活について保健センター、保健福祉課
で実施

国
・
県
補
助

[概算コスト]
13,366

（内訳）
・決算額
 5,643
・人件費
 7,723
　（1.80人）

[概算コスト]
18,086

（内訳）
・決算額
 7,721
・人件費
10,365
　（2.43人）

[概算コスト]
24,185

（内訳）
・決算額
10,602
・人件費
13,583
　（3.20人）

[概算コスト]
17,332

（内訳）
・予算額
  7,060
・人件費
10,272
　（2.41人）

総合健康相
談開催回数

（単位：回）

[目標値]
238

[実績値]
355

<達成率>
149.2％

[目標値]
556

[実績値]
580

<達成率>
104.3％

[目標値]
607

[実績値]
734

<達成率>
120.9％

[目標値]
204

総合健康相
談利用者数

（単位：人）

[目標値]
5,770

[実績値]
5,981

<達成率>
103.7％

[目標値]
10,455

[実績値]
10,022

<達成率>
95.9％

[目標値]
11,500

[実績値]
12,675

<達成率>
110.2％

[目標値]
2,500

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ○ ◎ － Ｂｂ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　ヘルスアップ学習支援事業と健康
相談事業は、どちらも生活習慣病予
防や介護予防を図ることを目的に実
施されており、事業の整理、統合によ
る効率化を図るべきである。

3
ヘルスアップ
学習支援事業

健康福祉局
保健予防課

○事業開始年度　昭和58年度

【概　 要】地域生活習慣病予防教室、こころの健康教室、糖尿病予
防教室等を実施し、生活習慣病の予防、健康増進、介護予防など
健康に関する正しい知識の普及を図る。
【対象者】65歳未満の市民
【具体的な活動内容】
・ストレッチ教室、糖尿病予防講演会、生活習慣病予防教室、ここ
ろの健康教室、疾病予防教室を保健センター、保健福祉課、地域
の公民館等で実施

国
・
県
補
助

[概算コスト]
16,466

（内訳）
・決算額
  2,822
・人件費
13,644
　（3.18人）

[概算コスト]
19,923

（内訳）
・決算額
  3,970
・人件費
15,953
　（3.74人）

[概算コスト]
26,315

（内訳）
・決算額
  3,733
・人件費
22,582
　（5.32人）

[概算コスト]
14,321

（内訳）
・予算額
  2,818
・人件費
11,503
　（2.70人）

地域生活習
慣病予防教
室の実施回
数

（単位：回）

[目標値]
216

[実績値]
314

<達成率>
145.4％

[目標値]
340

[実績値]
421

<達成率>
123.8％

[目標値]
340

[実績値]
580

<達成率>
170.6％

[目標値]
310

地域生活習
慣病予防教
室の受講者
数

（単位：人）

[目標値]
6,470

[実績値]
7,211

<達成率>
111.5％

[目標値]
  8,500

[実績値]
12,061

<達成率>
141.9％

[目標値]
  8,500

[実績値]
13,818

<達成率>
162.6％

[目標値]
7,750

◎ ◎ ◎ ○ ○ △ ◎ ○ ◎ － Ｂｂ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　ヘルスアップ学習支援事業と健康
相談事業は、どちらも生活習慣病予
防や介護予防を図ることを目的に実
施されており、事業の整理、統合によ
る効率化を図るべきである。

4
結核定期病状
調査事業

健康福祉局
保健予防課

○事業開始年度　平成８年度

【概　 要】結核登録者のうち、病状把握の困難な者について、医療
機関等から病状等を把握することにより、結核対策の迅速化と結
核の再発、二次感染の防止を図る。
【対象者】結核登録者
【具体的な活動内容】
・結核登録者の病状把握のために、医療機関に病状等の結果報
告を依頼する。

市
単

[概算コスト]
823

（内訳）
・決算額
  94
・人件費
729
　（0.17人）

[概算コスト]
790

（内訳）
・決算額
  65
・人件費
725
　（0.17人）

[概算コスト]
811

（内訳）
・決算額
  89
・人件費
722
　（0.17人）

[概算コスト]
951

（内訳）
・予算額
102
・人件費
849
　（0.20人）

結核定期病
状調査報告
件数

（単位：件）

[目標値]
31

[実績値]
29

<達成率>
93.5％

[目標値]
23

[実績値]
21

<達成率>
91.3％

[目標値]
33

[実績値]
27

<達成率>
81.8％

[目標値]
30

結核の再
発・二次感
染の防止

[目標値]

[実績値]
　

<達成率>

[目標値]

[実績値]
　

<達成率>

[目標値]

[実績値]
　

<達成率>

[目標値]

○ ○ ○ ○ ◎ △ ◎ ○ ◎ － Ｂｂ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　結核の登録者等が、定期的に検診
を受け、その診断を確実に行っていく
ことで、結核の再発や周囲への感染
を予防し、結果的に結核の発生を減
らすことに繋がる。そのために目的
を、同じくする結核患者及び家族管
理検診事業と統合することで、一元
的に患者等を管理できる。

5
人権啓発講演
会事業

教育委員会
生涯学習課

○事業開始年度　平成14年度

【概　 要】人権問題に対する理解と認識を深め、人権に関わる問
題の解決に資するため、人権啓発に関する講演会を開催する。
【対象者】 全市民
【具体的な活動内容】
・年に１回「サンエールかごしま」の講堂において人権啓発に関す
る講演会を開催する。

市
単

[概算コスト]
1,153

（内訳）
・決算額
  724
・人件費
  429
　（0.10人）

[概算コスト]
1,135

（内訳）
・決算額
  708
・人件費
  427
　（0.10人）

[概算コスト]
1,364

（内訳）
・決算額
  940
・人件費
  424
　（0.10人）

[概算コスト]
1,278

（内訳）
・予算額
  854
・人件費
  424
　（0.10人）

啓発講演会
の参加者数

（単位：人）

[目標値]
400

[実績値]
350

<達成率>
87.5％

[目標値]
400

[実績値]
250

<達成率>
62.5％

[目標値]
400

[実績値]
380

<達成率>
95.0％

[目標値]
400

人権問題に
関する理解
の向上

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]
 

○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ Ａ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　人権啓発活動を行う同趣旨の事業
（人権啓発室が県からの委託で実施
する「地域人権啓発活動活性化事
業」）と統合し、開催年度が重複しな
いようにすべきである。

6
商店街おかみ
さんイキイキ事
業

経済局
企業振興課

○事業開始年度　平成6年度

【概　 要】商店街のおかみさんを対象に「商店街おかみさんカレッ
ジ」を開催し、商店街女性リーダーの育成、資質向上及び未組織
の商店街女性部の組織化の促進と活発な活動の支援をすること
により、商店街の活性化を図る。
【対象者】市内商店街のおかみさん等
【具体的な活動内容】
・研修回数：４回
・実施時期：９～１１月
・研修テーマ：マーケティング、顧客管理、POPやDMの実技、接
客、接遇、ラッピング等

市
単

[概算コスト]
3,129

（内訳）
・決算額
1,413
・人件費
1,716
　（0.40人）

[概算コスト]
3,154

（内訳）
・決算額
1,448
・人件費
1,706
　（0.40人）

[概算コスト]
2,919

（内訳）
・決算額
1,221
・人件費
1,698
　（0.40人）

[概算コスト]
2,979

（内訳）
・予算額
1,281
・人件費
1,698
　（0.40人）

セミナー、
講演会開催
回数

（単位：回）

[目標値]
4

[実績値]
4

<達成率>
100％

[目標値]
4

[実績値]
4

<達成率>
100％

[目標値]
4

[実績値]
4

<達成率>
100％

[目標値]
4

参加者数

（単位：人）

[目標値]
200

[実績値]
149

<達成率>
 74.5％

[目標値]
200

[実績値]
153

<達成率>
 76.5％

[目標値]
200

[実績値]
165

<達成率>
 82.5％

[目標値]
200

△ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ △ ○ ○ Ａ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　事業開始から10年以上経過してい
ることや、参加者数が目標値に達し
ていないことなどを踏まえ、事業内容
が類似する「元気の出る中小企業支
援事業」と統合し、より効果的な事業
となるよう検討するべきである。

7
元気の出る中
小企業支援事
業

経済局
企業振興課

○事業開始年度　平成7年度

【概　 要】商店街及び中小企業者等の活性化を図るため、商店街
や商工業の事業協同組合、中小企業者で組織するグループが開
催する研修会等に講師を派遣する。
【対象者】市内の商店街等
【具体的な活動内容】
・商店街等が自主的に開催する研修会等への講師派遣
・対象団体は申請に基づき、予算の範囲内で決定
・１団体への派遣回数は年５回以内

市
単

[概算コスト]
3,447

（内訳）
・決算額
2,803
・人件費
  644
　（0.15人）

[概算コスト]
3,151

（内訳）
・決算額
2,511
・人件費
  640
　（0.15人）

[概算コスト]
2,112

（内訳）
・決算額
1,475
・人件費
  637
　（0.15人）

[概算コスト]
3,989

（内訳）
・予算額
3,352
・人件費
  637
　（0.15人）

研修会等へ
の講師派遣
回数

（単位：回）

[目標値]
63

[実績値]
55

<達成率>
87.3％

[目標値]
58

[実績値]
42

<達成率>
72.4％

[目標値]
55

[実績値]
33

<達成率>
60.0％

[目標値]
52

研修会等へ
の参加人数

（単位：人）

[目標値]
1,260

[実績値]
  768

<達成率>
 61.0％

[目標値]
1,160

[実績値]
  881

<達成率>
75.9％

[目標値]
1,100

[実績値]
  973

<達成率>
88.5％

[目標値]
1,040

△ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ △ ○ ◎ Ａ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　講師派遣回数が減少傾向にあるこ
とから、事業内容が類似する「商店
街おかみさんイキイキ事業」と統合
し、より効果的な事業となるよう検討
するべきである。

効率性 有効性主な活動指標 主な成果指標

№ 事務事業名 事業実施課 事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円）
一　　次　　評　　価 二　　次　　評　　価

評
価
結
果

評価理由

評
価
結
果

達成度 妥当性
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№ 事務事業名 事業実施課 事　　業　　概　　要
財
源
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一　　次　　評　　価 二　　次　　評　　価
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結
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達成度 妥当性

8
商店街活性化
診断指導事業

経済局
企業振興課

○事業開始年度　昭和35年度

【概　 要】市内の商店街に対し、各種調査や現場診断などを実施
し、現状分析・問題点の抽出を行い、社会経済情勢の変化に対応
した商店街づくりや、商店街の活性化が図られるよう、提言・指導
を行う。
【対象者】市内の商店街等
【具体的な活動内容】
・特別診断員の派遣
・経営実態調査、来街者調査、居住世帯の買物調査等の実施
・消費者懇談会、経営者懇談会の開催
・診断報告書の作成　・報告会の開催

市
単

[概算コスト]
3,851

（内訳）
・決算額
1,277
・人件費
2,574
　（0.60人）

[概算コスト]
6,603

（内訳）
・決算額
1,484
・人件費
5,119
　（1.20人）

[概算コスト]
6,920

（内訳）
・決算額
1,826
・人件費
5,094
　（1.20人）

[概算コスト]
6,651

（内訳）
・予算額
1,557
・人件費
5,094
　（1.20人）

商店街活性
化診断指導
を実施した
商店街数

（単位：団
体）

[目標値]
1

[実績値]
1

<達成率>
100％

[目標値]
2

[実績値]
2

<達成率>
100％

[目標値]
2

[実績値]
2

<達成率>
100％

[目標値]
2

診断指導
後、活性化
策に取り組
んだ団体数

（単位：団
体）

[目標値]
1

[実績値]
1

<達成率>
100％

[目標値]
2

[実績値]
2

<達成率>
100％

[目標値]
2

[実績値]
2

<達成率>
100％

[目標値]
2

◎ ◎ ◎ ○ △ △ ○ △ ◎ － Ｂｂ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　診断から計画策定まで、より効率的
に事業を実施するため、「私たちの商
店街づくり計画策定促進事業」との
統合を図るべきである。

9
私たちの商店
街づくり計画策
定促進事業

経済局
企業振興課

○事業開始年度　平成1年度

【概　 要】これまでに商店街診断を受診した商店街を対象に、商店
街の会員が中心になって「商店街づくり研究会」を組織し、商店街
活性化診断での提言やタウンウォッチング等の結果をもとに、コー
ディネーター等の助言を得ながら商店街づくり計画策定を促進す
る。
【対象者】市内の商店街等
【具体的な活動内容】
・商店街づくり研究会へのコーディネーターやデザイナーの派遣
　（研究内容：商店街づくり計画策定、シンボルマークの決定等）
・商店街づくり計画書の作成　・報告会の開催

市
単

[概算コスト]
9,505

（内訳）
・決算額
2,640
・人件費
6,865
　（1.60人）

[概算コスト]
6,934

（内訳）
・決算額
1,815
・人件費
5,119
　（1.20人）

[概算コスト]
6,445

（内訳）
・決算額
1,351
・人件費
5,094
　（1.20人）

[概算コスト]
7,055

（内訳）
・予算額
1,961
・人件費
5,094
　（1.20人）

商店街づく
り計画策定
の支援団体
数

（単位：団
体）

[目標値]
3

[実績値]
3

<達成率>
100％

[目標値]
2

[実績値]
2

<達成率>
100％

[目標値]
2

[実績値]
2

<達成率>
100％

[目標値]
2

計画策定後
の事業実施
数（平成15
年度以降に
計画を策定
した団体）

（単位：事
業）

[目標値]
6

[実績値]
4

<達成率>
 66.7％

[目標値]
4

[実績値]
5

<達成率>
125.0％

[目標値]
4

[実績値]
2

<達成率>
 50.0％

[目標値]
4

○ ○ ◎ ○ △ △ ○ △ ◎ － Ｂｂ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　診断から計画策定まで、より効率的
に事業を実施するため、「商店街活
性化診断事業」との統合を図るべき
である。

10
創造的ＳＯＨＯ
事業者育成支
援事業

経済局
企業振興課

○事業開始年度　平成14年度

【概　 要】SOＨO事業者を育成支援するために､定期的に相談会を
設定するとともに、SOＨO支援セミナー等を開催する。
【対象者】全市民
【具体的な活動内容】
・セミナー開催時期：年２回（5,11月）
・セミナー内容：講演会、パネルディスカッションなど
・場所：ソーホーかごしま

市
単

[概算コスト]
  2,402

（内訳）
・決算額
    686
・人件費
  1,716
　（0.40人）

[概算コスト]
190,816

（内訳）
・決算額
187,404
・人件費
  3,412
　（0.80人）

[概算コスト]
  2,204

（内訳）
・決算額
    506
・人件費
  1,698
　（0.40人）

[概算コスト]
  3,014

（内訳）
・予算額
  1,316
・人件費
  1,698
　（0.40人）

支援イベン
ト等の開催
回数

（単位：回）

[目標値]
2

[実績値]
2

<達成率>
100％

[目標値]
2

[実績値]
2

<達成率>
100％

[目標値]
2

[実績値]
2

<達成率>
100％

[目標値]
2

支援イベン
ト等の参加
者数

（単位：人）

[目標値]
180

[実績値]
163

<達成率>
 90.6％

[目標値]
180

[実績値]
181

<達成率>
100.6％

[目標値]
200

[実績値]
195

<達成率>
 97.5％

[目標値]
200

○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ － Ｂｂ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　相談業務については、ソフトプラザ
かごしま入居者等支援事業での対応
を検討するほか、インキュベーション
マネージャーとの連携を図ることで、
効率的な育成支援を図るべきであ
る。

11
保健福祉総合
相談・案内窓
口事業

健康福祉局
健康福祉総

務課

○事業開始年度　平成14年度

【概　 要】保健や福祉に関することで相談先の分からない市民や、
保健と福祉部門の１つの課では対応困難な問題を抱えた市民の
ための相談窓口を設置することにより、市民の利便性の向上を図
る。
【対象者】全市民
【具体的な活動内容】
・保健・福祉に関する相談、保健・福祉に関する情報の提供、健康
福祉局内各課等への案内等

市
単

[概算コスト]
16,454

（内訳）
・決算額
16,025
・人件費
　　429
　（0.10人）

[概算コスト]
15,859

（内訳）
・決算額
15,432
・人件費
　　427
　（0.10人）

[概算コスト]
16,086

（内訳）
・決算額
15,662
・人件費
　　424
　（0.10人）

[概算コスト]
17,073

（内訳）
・予算額
16,649
・人件費
　　424
　（0.10人）

窓口従事者
数

（単位：人）

[目標値]
6

[実績値]
6

<達成率>
100%

[目標値]
6

[実績値]
6

<達成率>
100%

[目標値]
6

[実績値]
6

<達成率>
100%

[目標値]
6

相談件数

（単位：件）

[目標値]
3,290

[実績値]
1,967

<達成率>
59.8%

[目標値]
3,402

[実績値]
2,536

<達成率>
74.5%

[目標値]
3,416

[実績値]
4,147

<達成率>
121.4%

[目標値]
3,430

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ○ △ ◎ － Ｂｂ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　局内各課に配置されている専門相
談員について、各課での必要性を検
証したうえで、総合窓口として集約・
統合することにより、市民の利便性
の向上及びより効率的な実施を図る
べきである。


